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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の原料溶液を混合した混合液に、反応に必要なエネルギを供給して化学反応を起こ
させる化合物生成反応装置において、
　複数の原料液を混合する混合部と、
　前記混合部から供給される混合液を通過させる内径または１辺が１μｍ～１０００μｍ
の断面が円形または多角形状のチューブ型反応流路と、
を複数備えており、
　前記複数のチューブ型反応流路は、化学反応に必要な前記エネルギを供給するエネルギ
供給部を個別に備えており、
　前記複数のエネルギ供給部は発熱部であって、
　前記チューブ型反応流路はそれぞれ、
　耐薬品性材料からなる絶縁チューブと、
　前記絶縁チューブの外表面のほぼ全長に沿って設けられた導電性発熱チューブと、
　前記導電性発熱チューブに電流を供給する電源部と、
を備えるとともに、
　前記複数のチューブ型反応路は、一端側が前記混合部とそれぞれ多心コネクタにより接
続され、他端側は、複数の回収流路とそれぞれ多心コネクタにより接続されていることを
特徴とするチューブ型反応装置。
【請求項２】
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　前記チューブ型反応流路は、前記絶縁チューブの外表面のほぼ全長にわたって設けられ
た導電性発熱チューブと、該導電性発熱チューブの外表面のほぼ全長にわたって設けられ
た他の絶縁チューブを備えることを特徴とする請求項１に記載のチューブ型反応装置。　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原材料溶液に熱エネルギ、または光エネルギ等の反応に必要なエネルギを供
給することにより化合物を製造する反応装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、原材料溶液からの微粒子生成反応において短時間で所望の粒子径範囲のものを
得るには、反応槽内において、外部からの熱エネルギを短時間で伝え、反応温度、反応時
間を厳密に制御する必要がある。このため、図１０に示すようなキャピラリーチューブを
用いたマイクロ流路型反応器９０が提案されている（特許文献１及び２参照）。
【０００３】
　これによれば、シリンジ１１ａ、１１ｂから異なる種類の原料液を供給して混合し、混
合液を熱容量の小さい微細系のチューブ９１をオイルバス９２に浸すことで、急加熱が可
能となり、滞留時間は流路９１の長さで設定調節できる。これにより、粒子径のばらつき
の少ない微粒子が得られる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】登録特許３７４０５２８号公報
【特許文献２】特開２００７－６９１６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ある反応系の反応条件（温度、時間、光量、濃度など）の最適値を見出すためには、温
度、時間などの条件を何通りも設定して実験を繰り返すことにより、最適な解をみつける
方法が採られている。しかし、一セットの実験系で、多くの状況に応じた実験を行って最
適解を見つけ出すのは非常に時間がかかる。また、複数のマイクロチューブを用いて、反
応条件を変えて同時に複数の実験を行う場合には、設定温度の異なるオイルバス９２を何
台も必要とするため、オイルバスの温度設定に時間がかるほか、投入エネルギも大きいの
で、コストがかかる他、短時間の実験が困難である。
【０００６】
　本発明は、上記従来技術の問題点に鑑みてなされたもので、コンパクトな構成で、かつ
供給エネルギを正確に制御可能とすることができ、低コストであり、かつ短時間で反応条
件の最適値を得ることのできるチューブ型反応装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、原料溶液の混合と、混合液を通すチューブ型反応流路とを備え、チューブ型
反応流路が、反応エネルギを供給する機能と、原材料溶液の反応槽としての機能を兼ね備
えることにより、反応流路へのエネルギ投入量を厳密に制御可能としたコンパクトなチュ
ーブ型反応装置を提供する。
【０００８】
　本発明の第１の態様に係るチューブ型反応装置は、複数の原料溶液を混合した混合液に
、反応に必要なエネルギを供給して化学反応を起こさせる化合物生成反応装置において、
　複数の原料液を混合する混合部と、前記混合部から供給される混合液を通過させる内径
または１辺が１μｍ～１０００μｍの断面が円形または多角形状のチューブ型反応流路と
、
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を複数備えており、
　前記複数のチューブ型反応流路は、化学反応に必要な前記エネルギを供給するエネルギ
供給部を個別に備えており、
　前記複数のエネルギ供給部は発熱部であって、
　前記チューブ型反応流路はそれぞれ、耐薬品性材料からなる絶縁チューブと、前記絶縁
チューブの外表面のほぼ全長に沿って設けられた導電性発熱チューブと、前記導電性発熱
チューブに電流を供給する電源部と、を備えるとともに、
　前記複数のチューブ型反応路は、一端側が前記混合部とそれぞれ多心コネクタにより接
続され、他端側は、複数の回収流路にそれぞれ多心コネクタにより接続されていることを
特徴とする。
【０００９】
　本態様によると、チューブ型反応流路自体がエネルギの供給源となるので、チューブ型
反応流路から直接原料溶液にエネルギが供給されることになる。従って、投入エネルギが
減少し、また、投入エネルギ量をより正確に算出することができるため、反応の適正条件
を正確に把握することが可能となる。
【００１０】
　また、この態様によると、複数の反応流路を備えているので、各反応流路ごとに、濃度
や温度等の各種反応条件を変えた複数の実験を同時に行うことができるので、最適解を短
時間で発見することが可能となる。 
【００１１】
　また、チューブ型反応流路が、前記エネルギ供給部として発熱部を備えることにより、
反応流路全体によりから包み込むように、ほぼ直接的に混合液を加熱することができるの
で、熱抵抗が少なくなり、投入エネルギの効率が大幅に向上する。また、投入エネルギに
よる影響も正確に算出することが可能となる。 
【００１２】
　耐薬品性材料としては例えば、シリカガラスを用いることが可能である。これにより、
混合液が腐食性を有するものや導電性を有する場合でも、導電性発熱チューブは保護され
る。
　絶縁チューブの内面に導電性発熱チューブを設けると、導電性発熱チューブにより直接
混合液を加熱するので、熱効率が極めて高くなる。但し、混合液が腐食性の場合や、導電
性を有する場合には、この構成は避けることが望ましい。
【００１３】
　本発明の第２の態様にかかるチューブ型反応装置は、本発明の第１の態様にかかるチュ
ーブ型反応装置において、前記チューブ型反応流路は、前記絶縁チューブの外表面のほぼ
全長にわたって設けられた導電性発熱チューブと、該導電性発熱チューブの外表面のほぼ
全長にわたって設けられた他の絶縁チューブとを備えることを特徴とする。
　この態様によると、導電線発熱チューブが加熱や経年変化により参加するのを防止する
ことが可能となる。 
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、チューブ自体が熱や光などの反応エネルギの供給源とし、そのチュー
ブを所定の小さな径にし、チューブの長さを変化させることで、外部から所定量のエネル
ギを直接かつ正確に与えることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の一実施形態にかかるチューブ型の反応装置を模式的に示す図である。
【図２】図１に示すチューブ型反応流路に使用する２種類の原料溶液を混合する混合器の
一例を示す斜視図である。
【図３】図１に示すチューブ型反応装置において使用するチューブ型反応流路を加熱する
加熱部とチューブ型反応流路の接続構造の一例を示す模式図である。
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【図４】本発明にかかるチューブ型反応流路の他の実施形態を示す断面図であり、図４（
ａ）は、チューブ型反応流路の軸方向の断面図を示し、図４（ｂ）は図４（ａ）のＡ－Ａ
‘方向の断面を示す断面図である。
【図５】本発明にかかるチューブ型反応流路のさらに他の実施形態を示す、チューブの切
断面を示す断面図である。
【図６】本発明にかかるチューブ型反応流路として、矩形状（多角形状の一例）のチュー
ブを複数用いた場合の積層構造例を示す断面図である。
【図７】多心コネクタの構造の一例を説明する斜視図である。図７（ａ）は、混合液が送
流される導入流路１４とチューブ型反応流路を多心コネクタにより接続した状態を示す斜
視図であり、図７（ｂ）は、図７（ａ）で使用した多心コネクタ部材の１つの構造を示す
斜視図である。図７（ｃ）は、シールドフィルム（絶縁フィルムを兼ね備えることができ
る）の一例を示す斜視図である。
【図８】回収流路１８に冷却槽４０を設けた構成を示す模式図である。
【図９】本発明の第２の実施形態にかかるチューブ型反応装置の構造を模式的に示す断面
図である。
【図１０】従来のキャピラリーチューブを用いたマイクロ流路型反応器を示す模式図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　この発明にかかるチューブ型反応装置を、図面を参照して説明する。なお、以下に説明
する実施形態は説明のためのものであり、本発明の範囲を制限するものではない。従って
、当業者であればこれらの各要素もしくは全要素をこれと均等なもので置換した実施形態
を採用することが可能であるが、これらの実施形態も本発明の範囲に含まれる。
【００２０】
　図１は、本発明の一実施形態にかかるチューブ型の反応装置を模式的に示す図である。
本実施形態では、熱エネルギを供給する構成を示している。図２は、図１に示すチューブ
型反応流路に使用する２種類の原料溶液を混合する混合器の一例を示している。図３は、
チューブ型反応流路を加熱する電源部２０とチューブ型反応流路の接続構造の一例を示す
模式図である。
【００２１】
　図４は、図３とは別のタイプのチューブ型反応流路４６の実施形態を示す断面図であり
、図４（ａ）は、チューブ型反応流路４６の軸方向の断面図を示し、図４（ｂ）は図４（
ａ）のＡ－Ａ‘方向の断面図である。図５は、本発明にかかるチューブ型反応流路のさら
に他の例を示す断面図であり、図５（ａ）はチューブ型反応流路５６の軸方向の断面図で
あり、図５（ｂ）はチューブ型反応流路５６を切断する方向の断面図である。図６は、チ
ューブ型反応流路１６として、矩形状（多角形状の一例）のチューブを複数用いた場合の
積層構造例を示す断面図である。図７は、多心コネクタの一例の構造を説明する斜視図で
ある。
【００２２】
　図１に示す本発明の一実施形態にかかるチューブ型反応装置おいては、粒子状化合物生
成のために可溶性化合物を含有する２種の溶液Ａ及びＢを混合する例を示している。この
２種の可溶性化合物含有溶液（原料溶液）Ａ及びＢはそれぞれ、例えばシリンジポンプ等
の供給器１１ａ、１１ｂに収容されており、原料溶液は供給機１１ａ、１１ｂからチュー
ブ等の供給路１２を介して混合器１３に送られて、混合器１３において２種類の原料溶液
Ａ及びＢが混合される。
【００２３】
　２種類の溶液を混合する場合、混合器としては、図２に示すようなＹ型合流コネクタを
使用することができる。原料供給路１２ａ、１２ｂは、混合機１３の入力路１３ａ、１３
ｂに接続されており、入力路１３ａ、１３ｂの合流点１３ｃで混合される。混合液は出力
路１３ｄを経て開口部１３ｅに接続されている導入流路１４に送液される。
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【００２４】
　本明細書では、２種類の原料溶液を混合する例を示しているが、３種類以上の原料溶液
をそれぞれの供給機１１に収納しておいて、混合器で３種類の原料溶液を混合するように
構成することも可能である。
【００２５】
　図１に示すように、原料溶液Ａ、Ｂの供給器１１は、それぞれ複数設けることができ（
図１ではｎ個）、１組の供給器１１ａ、１１ｂの数に応じて混合機１３が設けられる（１
３（１～ｎ）のｎ個）。このように、供給器及び混合機等を複数設けて、それぞれ対応す
る混合器１３で混合し、各混合液を後述する複数のチューブ型反応流路にそれぞれ供給す
る構造（図１ではｎ個：複数チャンネル構成）とすることが望ましい。これにより、チュ
ーブ型反応流路ごとに加熱条件等、実験のパラメータ（条件）を変えた実験を同時に複数
実行することができるので、より短時間で反応最適値を発見することが可能となる。
【００２６】
　なお、図１に示すように、複数の供給器や流路による複数チャンネル構成であっても、
各チャンネルの構成要素はそれぞれ同じであるから、以下の説明においては、特に必要が
無い限り、１つのチャンネルについてのみ説明する。
【００２７】
　複数の混合器１３から導入流路１４を通じて供給された各混合液は、多心コネクタ１５
により、各混合液がそれぞれ対応する各チューブ型反応流路１６に供給される。多心コネ
クタ１５の構造については後述する。
【００２８】
　各チューブ型反応流路１６はそれぞれ、反応流路自身が直接エネルギを供給可能な構成
となっている。図１のチューブ型の反応装置１０は、電源部２０を備えており、チューブ
型反応流路のそれぞれに電気エネルギ（電流）を供給する。
【００２９】
　電源部２０は、電源２１と、該電源２１に電気的に接続されている導線２２を備えてい
る。また、チューブ型反応流路１６は、導電性発熱チューブ１６ａと絶縁体のチューブ１
６ｂを備えている。図３及び図４にチューブ型反応流路の実施形態を示す。
【００３０】
　図３に示す実施形態においては、チューブ型反応流路１６は、シリカガラスなどの絶縁
性の材料で構成された絶縁体のチューブ１６ｂの外側に導電性発熱チューブ１６ａを備え
る２層構造となっている。導電性発熱チューブ１６ｂは化学反応に必要なエネルギを供給
するエネルギ供給部としての発熱部として機能する。電源２１に接続されている導線２２
は、接続点Ｓａ、Ｓｂにおいて、チューブ型反応流路１６の導電性発熱チューブ１６ａに
接続される。導電性発熱チューブ１６ａは、電源２１から電流を流すことによりその全長
（長さＴ）に亘って発熱する。これにより、絶縁体のチューブ１６ｂ内の混合液に熱エネ
ルギを供給する。発熱量は電流及び通電時間により制御することができるので、供給する
エネルギ量をチューブ型反応流路毎に正確に制御可能となる。
【００３１】
　図４に示すチューブ型反応流路４６は、図３の実施形態とは異なり、絶縁体のチューブ
１６ｂの内面に導電性発熱チューブ４６ａが設けられている。絶縁体のチューブ４６ｂの
内面に設けられた導電性発熱チューブ４６ａは絶縁体のチューブ４６ｂの端部で折り返さ
れて絶縁体のチューブ４６ｂの外側に環状に導電性発熱チューブ４６ａが露出している。
この環状の露出部Ｓ１が、接続点Ｓａ、Ｓｂにおいて、電源部２０に接続された導線２２
と電気的に接続される。
【００３２】
　チューブ型反応流路１６の他の実施形態として、図５（ａ）、（ｂ）に示すようなチュ
ーブ型反応流路５６とすることもできる。この実施形態にかかるチューブ型反応流路５６
は、導電性発熱チューブ５６ａの内面及び外面を、絶縁体のチューブ５６ｂ、５６ｃで覆
うよう構成されている。導電性発熱チューブ５６ａは、図４に示す実施形態と同様に、端
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部で折り返されて、外部に露出されている（図示せず）。混合液の電導率が高い場合及び
腐食性が高い場合には、図４に示すような内面に導電性発熱チューブ４６ａが露出する構
造よりも、このように内部も絶縁することが好ましい。
【００３３】
　チューブ型反応流路１６は多心コネクタ１５ｂを介して反応液を回収するための回収流
路１８に接続されて、回収流路１８を介して回収部１９に接続される。回収流路１８に図
８に示すような装置を設けることにより、急冷することも可能である。
【００３４】
　なお、これらの原料供給路１２ａ、１２ｂ、導入流路１４、チューブ型反応流路１６は
、径１μｍ～１０００μｍの範囲のマイクロチューブで構成される。
　ここで、図７に、多心コネクタ１５ａ及び１５ｂの一実施例を説明する。多心コネクタ
１５ａ及び１５ｂは同じ構造とすることができるので、ここでは、多心コネクタ１５ａに
ついてのみ説明する。図７（ａ）は、混合液が送流される導入流路１４とチューブ型反応
流路１６を接続するコネクタの一例であり、２つの多心コネクタ部材Ｃ１，Ｃ２により、
２つの流路１４と１６が接続された状態を示す斜視図である。図７（ｂ）は、図７（ａ）
で使用した多心コネクタ部材Ｃ１の構造を説明するための斜視図であり、図７（ｃ）は、
シールドフィルム（絶縁フィルムを兼ね備えることができる）の一例を示す斜視図である
。
【００３５】
　図７（ａ）に示すように、２つのコネクタＣ１，Ｃ２を対向させて突き合わせ、弾性部
材３４により互いに押圧されることにより接合されて、２つの流路１４と１６は接続され
る。接続された２つのコネクタ部材Ｃ１，Ｃ２（図７（ａ））を構成する１つのコネクタ
部材Ｃ１の構造を図７（ｂ）に示す。接続する２つのコネクタ部材Ｃ１及びＣ２は左右対
称の同一の構造であるので、コネクタ部材Ｃ１を用いてその構造を説明する。コネクタ部
材Ｃ１は、例えばガラス材や樹脂から成る本体３１と、分岐フェルール（図示しない）に
接続されている複数本のマイクロチューブ３２とコネクタ３３で構成されている。
【００３６】
　コネクタ本体３２の一方の端面３１ａは、複数個（図では４個）の位置決め用ピン穴３
５により位置合わせされて、接続対象となるコネクタ部材Ｃ２接続端面と接合される。接
続端面３１ａは精密研削・研磨を施すことによって接続時に気密状態を確保できる状態に
なっている。
【００３７】
　そして、コネクタ本体３１には、その接続端面３１ａから他方の端面に至るまで、接続
対象となるマイクロチャンネルの開口部の配列態様に対応して配列される複数個の貫通孔
３２が形成されている。コネクタ本体３１の他方の端面側においては、各貫通孔３２と各
チューブ型反応流路１６のマイクロチューブがコネクタ３３で連結されている（図７(a)
に示す反対側のコネクタ部材Ｃ２では、導入流路１４のマイクロチューブが連結される）
。
【００３８】
　なお、貫通孔３２の数は、接続されるチューブ型反応流路１６の数に応じて適宜、変更
可能である。例えば、図７（ｂ）では、貫通孔３２が４列×４列の計１６個の孔が形成さ
れているが、これは（図示しないが）チューブ型反応流路の口数と対応させているためで
ある。
【００３９】
　ここで、貫通孔３２の口径は、接続対象となるマイクロチューブ等のマイクロチューブ
の外径より大きくなっている。これは、このコネクタ部材Ｃ１，Ｃ２を用いてマイクロチ
ューブ同士を端面接続するときに、貫通孔３２にマイクロチューブを差し込んで収容する
ことにより、気密状態を確保するためである。
【００４０】
　なお、コネクタ接続する際に、例えばコネクタ部材Ｃ１とＣ２の接続部に、図７（ｃ）
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で示すようなマイクロチャンネルの配列に対応する配列で形成されている孔と位置決め用
ピン穴に対応する穴が形成されているシールフィルム３６（絶縁機能を兼ね備えるように
することが望ましい）を介在させるとより、さらに気密状態（及び絶縁機能のあるものな
ら電気絶縁性の状態）を高めることが可能となる。
【００４１】
　次に、本発明にかかる実施形態１の各種実施例について説明する。
（実施例１）
　たとえば、図１の構成において、チューブ型反応流路１６を内径３２０μｍで外形４５
０μｍのシリカガラス製とし、外表面に銅フィラー入りの導電性ペーストを２０μｍの厚
さで塗布し、乾燥焼結して導電性発熱チューブ（過熱部分）を形成することができる。こ
の場合、加熱部分の長さは自由に設定することができるが、例えば、５００ｍｍとするこ
とができる。チューブ型反応流路の末端は、電気絶縁された絶縁シールパッキンまたは絶
縁樹脂コネクタで絶縁するのが好ましい。
【００４２】
（実施例１による実験例）
　第一のシリンジポンプＡから、塩化金酸水溶液を流量０．０５ｍｌ／分で送液し、第二
シリンジポンプＢからはクエン酸水溶液を流量０．０５ｍｌ／分で送液して混合した。電
源部から加熱部チューブ型反応流路１６に２０Ｖ、３Ａの電流を流して加熱する。この場
合の消費電力は６０Ｗであった（導電性発熱チューブ全体の抵抗は約６．６７Ω）。
【００４３】
　この結果、チューブ外表面は２００℃が維持されて、混合水溶液は１９５℃まで高温に
加熱された。一本のチューブ型反応流路１６は、断面積が７×１０－４ｃｍ２であるので
、送液流量０．１ｍｌ／分で、平均流速は１４０ｃｍ／分となる。長さ５００ｍｍの反応
区間（過熱部分）を通過する溶液の平均滞留時間は２０秒と短時間で、平均粒径１０ｎｍ
の金コロイド粒子を得ることができた。混合液を複数のチューブ型反応流路に並列供給し
て、同時に反応させたが、生成粒子のばらつきは数ｎｍ（ナノメートル）程度と小さかっ
た。
【００４４】
　反応溶液はシリカガラスチューブに接しているので、装置の腐食や生成物への汚染は無
かった。なお、内径が１０００μｍより大きいと、乱流によるバックミキシングが大きく
なり、内径が１μｍより小さいと、装置の圧力損失が大きくなり、生産効率が低下するこ
とがわかった。
【００４５】
　（比較実験例）
　上記実験結果と比較するために、オイルバスを利用して加熱する従来技術による反応装
置による実験結果を比較例として示す。
【００４６】
　この比較例では、上記実験例１と同様に、第一のシリンジポンプＡから、塩化金酸水溶
液を流量０．０５ｍｌ／分で送液し、第二シリンジポンプＢからはクエン酸水溶液を流量
０．０５ｍｌ／分で送液して混合した。ガラスキャピラリーの内径は３２０μｍとし、長
さ５００ｍｍを５００ｍｌ容積の２００℃のオイルバスに浸漬した。反応混合液は自然冷
却して、捕集器で捕集した。
【００４７】
　その結果、比較例では、混合水溶液は１００℃まで急加熱され、加熱帯の滞留時間１０
分となり、平均粒径１５ｎｍの金コロイド粒子を得ることができた。なお、１槽のオイル
バスを温度維持するのに、４００Ｗの電力が必要であり、約６．６倍の消費電力が必要と
なる。また、オイルバスが２００℃で、反応溶液は１００℃までしか上がらず、装置の熱
抵抗が大きいことが、特に問題となる。
【００４８】
（実施例２）
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　図４に示すように、チューブ型反応流路の内表面に導電性の材料を塗布することも可能
である。例えば、銅フィラー入り溶液をチューブ内に流した後、乾燥焼付けで固着させる
ことにより内面に導電性発熱チューブ（過熱部分）を形成することができる。
　チューブ型反応流路の端部で導電性発熱チューブを折り返して、チューブ反応路端部の
外側にも導電性材料が繋がるようにしておき、接続点Ｓａにおいて、外側に露出している
導電性発熱チューブと電源部の導線とが接続される。この場合、内面を発熱して加熱する
ので、より効果的に加熱することが可能である。
【００４９】
　腐食性にかかわらない反応系等の条件に応じて、微細鋼管などの金属チューブを用いる
ことも可能である。
（実施例３）
　図５（ａ）、（ｂ）に示すようなチューブ型反応流路５６とし、この実施形態にかかる
チューブ型反応流路５６は、導電性発熱チューブ５６ａの内面及び外面を、絶縁体のチュ
ーブ５６ｂ、５６ｃで覆うよう構成することもできる。導電性発熱チューブ５６ａは、図
４に示す実施形態と同様に、端部で折り返されて、外部に露出されている（図示せず）。
【００５０】
　材料は、例えば、実施例１と同様にシリカガラスのチューブを内面の絶縁体のチューブ
５６ｂとし、その上に銅フィラー入りの導電性ペースト等の導電性材料を塗布して導電性
発熱チューブ５６ａとし、さらにその上の外表面にシリカなどの絶縁物の酸化防止膜を塗
布する構成とする。このように、導電性発熱チューブ５６ａを絶縁体のチューブ５６ｂ、
５６ｃで挟むことにより、加熱や経年劣化による導電性材料の酸化を防止することが可能
となる。外表面のシリカ皮膜は、シリコン化合物の気相分解反応による蒸着で形成するこ
とができる。
【００５１】
　混合液の電導率が高い場合及び腐食性が高い場合には、図４に示すような内面に導電性
発熱チューブ４６ａが露出する構造よりも、このように内部も絶縁することが好ましい。
（実施例４）
　複数のチューブを備えるチューブ型反応装置の場合、チューブ型反応流路を、例えば図
６に示すように、各チューブ型の流路３７の断面が直線の辺を有する矩形、または多角形
の形状になるようにして、複数のチューブを隙間なく積み重ねるようにする。これにより
、大量のチューブを隙間なく束ねることができるので、大量の反応物を同時生成する場合
には、チューブが隙間なく詰め込まれるので投入エネルギのロスが少ない。
【００５２】
（実施例５）
　図８は、回収流路１８に冷却槽４０を設けた構成を示す模式図である。図８に示すよう
に、チューブ型反応流路１６から、反応溶液を捕集する場合において、回収流路１８の途
中に冷却槽４０を設け、回収流路１８の一部をエタノール等の揮発性液体等その他の冷却
液４１をくぐらせることにより、急速に冷却するように構成する構成とすることも可能で
ある。これにより、冷却に必要な回収流路の長さを短縮することが可能となる。
【００５３】
（使用方法）
　複数のチューブ型反応流路を備える装置では、チャンネル毎（チューブ型反応流路毎）
に、条件を変えて同時に実験を行うことができる。たとえば、チャンネル１（系統１）で
は、６０Ｗの電力を供給して、混合液の温度を１９５℃とし、チャンネル２（系統２）で
は、７０Ｗの電力を供給して、混合液の温度２０６℃とするように、独立して異なる温度
設定で同時に実験をおこない、生成される粒子の状況を比較することができる。また、チ
ャンネル毎に導電性チューブの長さまたは混合液の流速を変えることにより、チャンネル
ごとに反応時間を変えることも可能である。
【００５４】
　さらに、本反応装置は、使用後にはチューブ内に溶液が残留するので、洗浄が必要とな
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る。そのため、チューブ内に洗浄液を通して洗浄を行い乾燥させるが、その場合に、洗浄
液で洗浄した後に電流を流して発熱させることにより、乾燥を速めるとともに昇温により
残留物を昇華させるのが好ましい。
【００５５】
　（第２の実施形態：光エネルギの供給）　次に、本発明のチューブ型反応装置の第２の
実施形態について説明する。第２の実施形態では、チューブ型反応流路に光エネルギを供
給するチューブ型反応装置である。図９は、本発明の第２の実施形態にかかるチューブ型
反応装置５０の構造を模式的に示す断面図である。図９では、１チャンネルのみしか示し
ていないが、同様のものを並列に複数設けることにより、複数のチャンネルを有するチュ
ーブ型反応装置とすることができる。原料溶液Ａ，Ｂは原料供給路（チューブ）１２ａ、
１２ｂにより混合器１３に送液されて、混合器１３の内部の流路において、原料溶液Ａ，
Ｂが合流して混合される。混合液は混合器１３から導入流路（チューブ）１４により光供
給部５１に送られる。光供給部５１は、混合液をチューブ型反応流路に案内する溶液案内
路５２と、光出射口５７ａがチューブ型反応流路５６の入り口の開口部５６ａに対向する
ように配置された光導波路５７とを備えている。チューブ型反応流路５６の内面５６ｂは
反射効率の高い材料により構成される。光導波路５７には、図示しない光源から所望の光
が入射される。入射された光は、光導波路５７内を導波して、開口５６ａからチューブ型
反応流路５６内に入射される。入射した光は、チューブ型反応流路５６内の混合液を照射
しながら、チューブ型反応流路の内表面を反射しながら進んでいき、光反応を促進する。
反応済の混合液は、コネクタ５４ｂで回収流路１８に接続される。光導波路５７及び反射
効率の高い内面５６ｂを有するチューブ型反応流路が、化学反応に日宇町なエネルギを供
給するエネルギ供給部に相当する。
【００５６】
　このような光エネルギを供給する実施形態２においても、チューブ型反応流路を複数設
けることが可能であり、また、回収流路１８に冷却装置を設ける構造とすることも可能で
ある。
　以上説明したように、本発明のチューブ型反応装置においては、反応エネルギを反応流
路から混合液に直接供給するので、エネルギ供給効率を極めて向上させることができ、供
給エネルギを正確により制御することが可能となる。
【００５７】
　また、原料から何本も並列に分岐したマイクロチューブ群からなる装置を作り、並列に
同時に反応処理を行うことにより、比較的大量の反応を同時に進行させることができる。
また、複数のマイクロチューブ群からなる複数のチャンネルにおいて、それぞれ異なる条
件で実験を行うことにより、同時に各種条件の実験を処理することができる。これにより
、短時間で反応条件の最適値を発見することが可能となる。反応時間やチャンネル毎に変
えるには、チューブの長さや流速を変えることにより対応可能である。また、反応温度も
簡単に帰ることができるので、容易に設定温度を変更することが可能である。
【符号の説明】
【００５８】
１０　　　　　　本発明の一実施形態にかかるチューブ型反応装置
１１ａ，１１ｂ　原料溶液の供給器
１２ａ，１２ｂ　原料供給路
１３１～１３ｎ    混合器
１４１～１４ｎ    導入流路
１５ａ、１５ｂ　多心コネクタ
１６１～１６ｎ　　チューブ型反応流路
１６ａ、４６ａ、５６ａ　導電性発熱チューブ
１６ｂ、４６ｂ、５６ｂ　絶縁体のチューブ
１８１～１８ｎ   回収流路
１９　　　　　　回収部　　　　　
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２０　　　　　　電源部
２１　　　　　　電源
２２　　　　　　導電線
５０　　　　　　第２の実施形態にかかるチューブ型反応装置の一部
Ｃ１，Ｃ２　　　多心コネクタ部材
Ｓ１　　　　　　環状部
Ｓａ，Ｓｂ　　　接続点

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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              特開２００６－０６１８４２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２３２３８１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表平０６－５１１１９０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００７－５０２２００（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ０１Ｊ　　１９／００　　　　
              Ｂ０１Ｊ　　１９／１２
              Ｂ８１Ｂ　　　１／００　
              Ｇ０１Ｎ　　３７／００
              Ｃ１２Ｍ　　　１／００　
              Ｃ１２Ｎ　　１５／００
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